
 [参考法令（関係か所抜粋）]   

○障害者基本法 

第三条 第一条に規定する社会の実現は、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本

的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障さ

れることを前提としつつ、次に掲げる事項を旨として図らなければならない。  

三 全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段につ

いての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての

選択の機会の拡大が図られること。  

第二二条 国及び地方公共団体は、障害者が円滑に情報を取得し及び利用し、その意思を表

示し、並びに他人との意思疎通を図ることができるようにするため、障害者が利用しやす

い電子計算機及びその関連装置その他情報通信機器の普及、電気通信及び放送の役務の利

用に関する障害者の利便の増進、障害者に対して情報を提供する施設の整備、障害者の意

思疎通を仲介する者の養成及び派遣等が図られるよう必要な施策を講じなければならない。 

 

○障害者の権利に関する条約 

第二条 定義  

この条約の適用上、「意思疎通」とは、言語、文字の表示、点字、触覚を使った意思疎通、

拡大文字、利用しやすいマルチメディア並びに筆記、音声、平易な言葉、朗読その他の補

助的及び代替的な意思疎通の形態、手段及び様式（利用しやすい情報通信機器を含む。）を

いう。  

「言語」とは、音声言語及び手話その他の形態の非音声言語をいう。  

第二十一条 表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会  

締約国は、障害者が、第二条に定めるあらゆる形態の意思疎通であって自ら選択するも

のにより、表現及び意見の自由（他の者との平等を基礎として情報及び考えを求め、受け、

及び伝える自由を含む。）についての権利を行使することができることを確保するための全

ての適当な措置をとる。この措置には、次のことによるものを含む。  

（ａ） 障害者に対し、様々な種類の障害に相応した利用しやすい様式及び機器により、

適時に、かつ、追加の費用を伴わず、一般公衆向けの情報を提供すること。  

（ｂ） 公的な活動において、手話、点字、補助的及び代替的な意思疎通並びに障害者が

自ら選択する他の全ての利用しやすい意思疎通の手段、形態及び様式を用いること

を受け入れ、及び容易にすること。  

（ｃ） 一般公衆に対してサービス（インターネットによるものを含む。）を提供する民間

の団体が情報及びサービスを障害者にとって利用しやすい又は使用可能な様式で提

供するよう要請すること。  

（ｄ） マスメディア（インターネットを通じて情報を提供する者を含む。）がそのサービ

スを障害者にとって利用しやすいものとするよう奨励すること。  

（ｅ） 手話の使用を認め、及び促進すること。  

第二十四条 教育  

３ 締約国は、障害者が教育に完全かつ平等に参加し、及び地域社会の構成員として完全か

つ平等に参加することを容易にするため、障害者が生活する上での技能及び社会的な発達

のための技能を習得することを可能とする。このため、締約国は、次のことを含む適当な

措置をとる。  

（ａ） 点字、代替的な文字、意思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及び様式並びに

定位及び移動のための技能の習得並びに障害者相互による支援及び助言を容易にす

ること。  

（ｂ） 手話の習得及び聾 (ろう)社会の言語的な同一性の促進を容易にすること。  

（ｃ） 盲人、聾(ろう )者又は盲聾(ろう)者（特に盲人、聾(ろう)者又は盲聾(ろう)者であ

る児童）の教育が、その個人にとって最も適当な言語並びに意思疎通の形態及び手

段で、かつ、学問的及び社会的な発達を最大にする環境において行われることを確

保すること。  

４ 締約国は、１の権利の実現の確保を助長することを目的として、手話又は点字について

能力を有する教員（障害のある教員を含む。）を雇用し、並びに教育に従事する専門家及び

職員（教育のいずれの段階において従事するかを問わない。）に対する研修を行うための適

当な措置をとる。この研修には、障害についての意識の向上を組み入れ、また、適当な意

思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及び様式の使用並びに障害者を支援するための教

育技法及び教材の使用を組み入れるものとする。  

 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

第二条 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、この法律の実施に関し、次に掲げる責務を

有する。  

三 意思疎通について支援が必要な障害者等が障害福祉サービスを円滑に利用することが

できるよう必要な便宜を供与すること、（以下略）  

第七十七条 市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、次

に掲げる事業を行うものとする。  

六 聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害

者等その他の日常生活を営むのに支障がある障害者等につき、意思疎通支援（手話その

他厚生労働省令で定める方法により当該障害者等とその他の者の意思疎通を支援するこ

とをいう。以下同じ。）を行う者の派遣※、日常生活上の便宜を図るための用具であって

厚生労働大臣が定めるものの給付又は貸与その他の厚生労働省令で定める便宜を供与す

る事業  

 ※施行規則第 65 条の 9 の 3：少なくとも手話、要約筆記に係るもの  

七 意思疎通支援を行う者※を養成する事業  

 ※施行規則第 65 条の 9 の 3：少なくとも手話（特に専門性の高いものを除く。）  

第七十八条 都道府県は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、

第七十七条第一項第三号、第六号及び第七号に掲げる事業のうち、特に専門性の高い相談

支援に係る事業及び特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を養成し※、又は派遣する事

業、意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整その他の広域的な対応が

必要な事業として厚生労働省令で定める事業を行うものとする。  

  ※施行規則第 65 条の 14 の 4：少なくとも手話、要約筆記、触手話及び指点字に係るもの  

参考資料２  



 


